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令和２年第４回市議会定例会  

厚 生 委員会（保険年金課）  

 

議 案 第 ９４ 号 「 調 布 市 国 民健 康 保 険 税 賦 課 徴収 条 例 の 一 部 を 改正 す る 条 例」

参考資料  

 

 

条 項 ご との改正内容  

（ １ ）第２条，第１０条柱書関係  

  課 税 限 度 額 を 令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 施 行 の 政 令 基 準 に 合 わ せ ， 基 礎 課 税 額 を  

６ １ 万 円 か ら ６ ３ 万 円 へ ， 介 護 納 付 金 課 税 額 を １ ６ 万 円 か ら １ ７ 万 へ ， そ れ

ぞ れ 引 き 上 げ る も の で す 。 こ れ に よ り ， 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 を 合 わ せ

た 最 高 額 は 年 ９ ９ 万 円 ，財 政 的 影 響 は １ ３ ８ ０ 万 円 の 増 収（ 調 定 額 ），限 度 額

到 達 世 帯 数 は 基 礎 課 税 額 （ 医 療 分 ） で ５ ５ ０ か ら ５ ２ ２ へ の ２ ８ 世 帯 減 （ 各

推 計 ） と な り ま す 。  

（２）第１０条各号，附則第４項関係  

  多様 な 働 き方 への 対 応 を 図 る 平 成３ ０ 年 度税 制 改 正（ 令 和２ 年 １ 月 １日 施

行）に よ る給 与 所 得・公 的 年金 等 控 除か ら 基 礎控 除 へ の１ ０ 万 円の 控 除 額 の

振替 に 伴 い，給 与 所得・公 的 年 金 等 受給 の 被 保険 者 に つい て は，収 入 が 変わ

らな く て も税 の 軽 減判 定 に 用い る 所 得が １ ０ 万円 高 く なる こ と から ，こ れま

で軽 減 措 置を 受 け てい た 世 帯が 該 当 から 外 れ てし ま う こと に な りま す 。こう

し た 影 響 は 基 礎 控 除 額 の 振 替 を 行 う 税 制 改 正 の 意 図 す る と こ ろ で は な い こ

とか ら ，この 振 替 の影 響 を 国民 健 康 保険 税 の 軽減 措 置 に波 及 さ せな い よ う遮

断す る た め， 軽 減 判定 に お いて ，給 与所 得・公 的 年 金 等受 給 の 被保 険 者 につ

いて は ， 基準 額 を １人 あ た り１ ０ 万 円引 き 上 げる も の です 。 合 わせ て ， 第  

１ ０ 条 を 引用 す る 附則 第 ４ 項に つ い て同 様 の 規定 の 整 備を 行 い ます 。  

（３）附則第８項，第９項関係  

  令和 ２ 年 度税 制改 正（ 令 和３ 年 １月 １ 日 施行 ）に より ， 特 定 の土 地 等の 長

期譲 渡 所 得の 特 別 控除 が 創 設さ れ た こと（ 租 税特 別 措 置法 第 ３ ５条 の ３ ）に

伴い ， 当 該条 項 の 引用 を 追 加す る 規 定の 整 備 を行 う も ので す 。   
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議 案 第 ９５号「調布市国民健康保険出産費資金貸付基金条例を廃止する条例」

参考資料  

 

 

１  貸 付 制度の概要  

  国 民 健康保険の被保険者へ の御出産時の出産育児一時金（４２万円）支

給までの間における出産費用の負担軽減を目的として，一時金支給額の８

割を限度に，無利子の出産費資金貸付制度を設けています。本条例は，こ

の貸付けの原資となる基金を設置し運用するため定めたものです。  

 

２  廃 止 理由  

  出 産 育児一時金の支給方法に関し，医療機関が ，御出産の被保険者に代

わって，市（保険者）から受け取り出産費用に充てる直接支払制度が平成

２１年１０月から導入され，１０年余 を経てこの仕組みが 定着したことに

よ り ， 被 保 険 者が ま と ま っ た 出 産費 用 を 御 用 意 い ただ く 必 要 は な く なり ，

貸付制度の所期の目的を果たした といえる状況です。  

  貸 付 けの 利用実績を見ても，平成２５年度の利用１件を最後に皆無 とな

っており，このことを反映したものとなっていま す。  

 

３  決 算 審査意見  

  以 上 の状況をふまえ，令和元年度決算審査において は，監査委員から貸

付基金のあり方 を検証するよう要請がありました（ 令 和元年度決算等審査

意見書Ｐ６０）。  


